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第１回審議会での疑問・質問について 

 

1 財政調整基金に関すること 
財政調整基金として確保すべき目標について 

・市は、前期基本計画の財政見通しでは、財政調整基金の目標額として、市の標準

財政規模である約 100 億円の 1割に当たる 10 億円としていました。 

・行政経営指針を策定するに当たり、有識者会議の委員から、災害などの不測の事

態が起きた場合を考え、標準財政規模の 2 割相当が望ましいという意見があり、

検討の結果、行政経営指針では、新たに標準財政規模の 2 割の 20 億円以上を財

政調整基金として確保すべき目標（A）としました。 

 

財政推計との乖離はなぜ生じているのか。 

・市では、総合計画策定のために平成 27 年 5 月に平成 28 年度から平成 37 年度ま

での 10 年間の財政推計を作成していますが、以後、修正していないことから、現

時点で大きく乖離が生じています。 

・また、市は、第 5次総合計画前期実施計画事業の支出見込額をもとに、平成 27 年

12 月に 5年間の財政の見通しを作成していますが、こちらについても、修正をし

ていないことから、現時点で乖離が生じています。 

 

財政推計と財政の見通しの乖離額について 

・平成 28 年度末の財政調整基金は、財政推計では約 14 億円、財政の見通しでは約

17 億円の見込み（C）ですが、実際の平成 28 年度末の財政調整基金は、行財政改

革の効果や年度の実質収支のプラスを積立したことなどにより約 26 億円（B）と

なっています。 

・平成 28 年度末の時点で、財政推計との比較では約 12 億円、財政の見通しとの比

較では約 9億円の乖離が生じています（D）。 

 

財政調整基金の 20 億円は達成可能な目標なのか。 

・平成 32 年度末の財政調整基金の残高については、財政推計では約 6 億円、財政

の見通しでは、約 7億円を見込んでいます（E）。 

・これに、現時点での乖離額である財政推計上では約 12 億円、財政の見通し上では

約 9 億円（D）を加えると、平成 32 年度末の財政調整基金の残高として、財政推

計上では約 18 億円、財政の見通しでは約 16 億円程度が見込まれます（F）。 

・しかし、それでも目標の 20 億円以上には達しません（G）が、目標数値を達成す

るよう行政経営改革に取り組むこととしています。 

  



 

 平成 32 年度末 財政調整基金目標残高（A） 20 億円以上（行政経営指針） 

 平成 28 年度末 財政調整基金残高  （B）約 26 億円 

 財政推計 （H27.5 作成） 

※第 5 次総合計画策定時に試算 

財政の収支（H27.12 作成）

※第 5 次総合計画前期実施計画の

事業費を基に試算 

H28 残高見込額  （C） 約 14 億円 約 17 億円 

H28 時点の乖離額（D）  B-C 約 12 億円 約 9 億円 

H32 残高見込額  （E） 約 6 億円 約 7 億円 

H32 残高（補正額）（F）  E+D 約 18 億円 約 16 億円 

目標不足額（G）       A-F 約 2 億円 約 4 億円 

 

 

2 評価に関すること  
何を評価するのか。 

 ・これから策定する行政経営改革実施計画の全ての実施状況について評価してくだ

さい。 

 

市民公募委員はどのような視点で評価したらよいのか。 

・審議会の評価は、第三者評価として、外部の視点で評価してください。 

・市民によっては、市の行政サービスにより、サービスを受けて利益が生じる人と

サービス自体を受けないため利益の生じない人に分かれる場合があります。市民

としてどちらかの経験がある場合は、その経験をもとに評価していただくことも

大切な視点です。 

・ただし、審議会は、学識経験者及び市民公募の委員で構成されていますので、委

員の合議により、それぞれの立場を踏まえて審議会の評価としてください。 

 

総合計画に掲げた施策を推進するための下支えとして行政経営指針や行政経営改革

実施計画がある以上、行政経営改革実施計画を評価することはわかるが、評価の結果

行政経営改革実施計画の廃止を打ち出す事業があった場合、総合計画の施策はどうす

るのか。 

・総合計画に掲げた施策の実施状況については、総合計画審議会において評価して

います。 

・行政経営改革審議会では、行政経営指針を実現するための計画として行政経営改

革実施計画を策定して、その後の計画の実施状況を評価するものです。 

・このようなことから、行政経営改革実施計画は、総合計画の施策の廃止などに直

接結びつく計画ではなく、行政経営指針の取組項目に基づいた計画として位置付

けています。 
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これから検討する事項について 

（第２回～第４回会議で決定すること） 

 

 

 

以下のことについて内容を検討し、具体的な取り組み項目を定めた計画書を作成

する。計画書には、今後の取り組み、目的、完了目標時期、実施内容・実施スケ

ジュールを記入する。 

 

 

 市民参加に資源提供という側面を加えながら、寄付や投資を通じた地域活

動支援を拓くなど、市民が市民を支えていく資源循環のあり方を模索しま

す。(行政経営指針 P.5) 

 広報やＩＣＴ（情報通信技術）を活用した情報提供の充実を図ります。 

(行政経営指針 P.6) 

 出前講座やワークショップなどを開催し、身近なところから情報の共有を

進めます。(行政経営指針 P.6) 

 行政課題を抱える市民等に対して、地域に関する情報をわかりやすく提供

します。(行政経営指針 P.6) 

 ＩＣＴなどを活用して情報をしっかりと整理し、行政組織内の情報共有を

徹底します。(行政経営指針 P.8) 

 事業の見直しや統廃合、民間委託や協働などを積極的に進めます。また、

一定の費用でマンパワーの効率化を図るとともに、再任用職員の能力や知

識を活用し、仕事の効率化を図ります。(行政経営指針 P.10) 

 

  

 



基本方針１ 市民自治のまちづくり 

（1） 市民参加の充実 

④ 市民参加に資源提供という側面を加えながら、寄付や投資を通じた地域活動支

援を拓くなど、市民が市民を支えていく資源循環のあり方を模索します。 
 
整理番号 1－（1）－④－ 項目名  所管課  

現在の 

取り組み 

市は、現在、取り組みを行っておらず、また、個人や市民団体の寄付や投資の活動の

支援も行っていない。 

 

 

今後の 

取り組み 

 

 

 

 

 

目的 

市民が市民を支えていく寄付や投資が進むことで、地域内で市民の資源が循環する環

境をつくる。 

 

 

完了目標時期  

実施内容 
実施スケジュール 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

       

       

       

       

       

       

 目標 実績 

平成

30 

年度 

円 円

  

平成

31 

年度 

円 円

  

平成

32 

年度 

円 円

  

合 計 円 円
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今後の取り組みのアイデア 

 

 取組項目 今後の取り組みのアイデア 

1 市民参加に資源提供とい

う側面を加えながら、寄付

や投資を通じた地域活動

支援を拓くなど、市民が市

民を支えていく資源循環

のあり方を模索します。 

(行政経営指針 P.5) 

 「コミュニティファンドレイジング」の場を創設し、専門家の

アドバイスを受けながら健全に運営する。（藤井委員） 

 「白井ファンド」を創設し、活動に賛同する市民から広く寄付

を募る。開始に当たっては、起爆剤として市内の小中学校の生

徒と連携してキャンペーンを行う。（伴委員） 

 NPO・中間支援組織との連携によるマッチングファンドによる

「協働ファンド」を創設する。（坂野会長） 

 市民等からのコミュニティファンド（市民活動支援基金）制度

を創設する。（宗和副会長） 

 

 商品は市民に無償で提供してもらうリサイクル品の「チャリテ

ィーショップ」をつくる。売上は運営等に充てる。（本松委員） 

 定期的にフリーマーケットを開く。（本松委員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組項目に関する意見】 

 公共性は、市民が自分の資源を提供することから始まること。

そして受益者は社会的弱者が優先されること。こうしたことを

市民に明示しておく必要がある。（片桐委員） 

 市民に寄付や投資を求める以前の問題として「資源提供」を呼

びかけるよりも「資源循環」の指針をより多くの市民に理解し

てもらうことが「協働」を目指す上で、最も大切な点の一つだ

と思う。提供された資源「寄付や投資」が市民に還元され、市

民の暮らしをよくする為のものに使われることを明白にするべ

き。（山本委員） 

 

資料４ 



 取組項目 今後の取り組みのアイデア 

2 広報やＩＣＴ（情報通信技

術）を活用した情報提供の

充実を図ります。 

(行政経営指針 P.6) 

 CATVなどの地域密着型のテレビ局のニュース番組の中の 1枠を

買い、毎日何らかの情報を放映する。（藤井委員） 

 

 YouTube などの動画サイトで学生や地元で活動する劇団員など

の市民と協働で動画での施策の説明の動画を公開（藤井委員） 

 

 Facebookなどの SNSおよび YouTubeを活用、使い勝手をよくす

るなど充実させることで、双方向のコミュニケーションを図る。

（議会中継、シティセールスなどでも活用）（坂野会長） 

 

 緊急の場合は、スーパー等の民間施設を通じて情報発信する。

（本松委員） 

 

 難しいテーマでは「マンガ」を使い、わかりやすくする。 

（宗和副会長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組項目に関する意見】 

 情報は「提供しておしまい」ではない。①どこにどんな情報が

あるか、②その情報はどうすれば得られるか。③その情報に対

する意見をどう受け入れるか、④意見に対する行政としての対

応を速やかに行う、⑤結果を再び情報として提供するという流

れを考慮する必要がある。（片桐委員） 

 SNSの世代別普及状況は大きな格差があり「何を目的にするか」

を明確にして効果を想定しつつ実施する必要がある。（伴委員） 

 いくら行政がオープンに情報提供を促しても市民一人ひとりに

直接伝わらなければ無意味となってしまう。年齢層に応じ、慣

れ親しんだ伝達方法を採り、伝わりやすくする。（山本委員） 



 取組項目 今後の取り組みのアイデア 

3 出前講座やワークショッ

プなどを開催し、身近なと

ころから情報の共有を進

めます。 

(行政経営指針 P.6) 

 各自治会の集会所等の様々な場所で開催する。（本松委員） 

 「生涯学習まちづくり」との連携（坂野会長） 

 

 YouTube、HPなどの ICTの活用とワークショップの開催 

（坂野会長） 

 基本計画策定などのワークショップにおけるワールドカフェ方

式の導入（坂野会長） 

 

 市民提案制度の導入（宗和副会長） 

 

 

 

 

 

 

【取組項目に関する意見】 

 出前講座やワークショップの開催という案は素晴らしいが、開

催するという情報も告知の手段を工夫してそういうことがある

ことから知ってもらう必要がある。開催するというだけでは積

極性に乏しい。（山本委員） 

4 行政課題を抱える市民等

に対して、地域に関する情

報をわかりやすく提供し

ます。 

(行政経営指針 P.6) 

 特定のターゲットを対象としない「まるごと相談室（仮）」を創

設し、情報と次の対応をつなぐ場とする。運営は子育てや介護

の経験を経た団塊世代以上の市民の力を借りたい。（藤井委員） 

 

 メーリングリストを作成し、そこで情報を発信する。（本松委員） 

 

 地域の要請による出前講座の活用（坂野会長） 

 

 地区コミュニティ協議会などで、ラウンド・テーブル、ワール

ドカフェを行いながら情報を共有する。（坂野会長） 

 

 施設管理を地域に任せ、地域に情報が行き届くようにする。 

（坂野会長） 

 地域担当職員を配置し、地域との一層の連携・協働を推進する。

（坂野会長） 

 

 

 

 

 

【取組項目に関する意見】 

 一部の行政に興味や関心のある人のみ或いはその必要性がある

ニーズに応えるだけにとどまらず、一般市民に一般情報として

大切かつ欠かせないことだという認識をもってもらえるように

身近な情報として公表する。（山本委員） 



 取組項目 今後の取り組みのアイデア 

5 ＩＣＴなどを活用して情

報をしっかりと整理し、行

政組織内の情報共有を徹

底します。 

(行政経営指針 P.8) 

 市の HPで専用の場所をつくり、定期的に更新する。（本松委員） 

 

 グループウェアの活用による庁内 Web環境の充実（坂野会長） 

 情報を一元的に管理する担当課（情報管理課）を充実させる。 

（坂野会長） 

 情報管理課が庁内の情報共有、その管理のあらましをマニュア

ルにし、職員研修を徹底する。（坂野会長） 

 

 CIOを置き、ICTガバナンスを確立する。（坂野会長） 

 

 情報過多により、必要な情報が必要なところに届いていない状

態を解消するため、 

・情報に重要度のランクを付ける。（宗和副会長） 

・情報の対象を明確にする（宗和副会長） 

 

 

 

【取組項目に関する意見】 

 行政サイドの意向による情報提供だけでなく、市民がどのよう

な情報を欲しているかを把握することが必要（片桐委員） 

 常に簡潔に課題と検討との要点を明確にし、正確さの趣旨を採

り間違えないようにとりまとめておく。時系列別に忠実に記録

して、それをピンポイントで検索できるようにする。（山本委員） 

6 事業の見直しや統廃合、民

間委託や協働などを積極

的に進めます。また、一定

の費用でマンパワーの効

率化を図るとともに、再任

用職員の能力や知識を活

用し、仕事の効率化を図り

ます。 

(行政経営指針 P.10) 

 各事業または施策ごとに担当課を呼び出し、ヒアリングをしな

がら、PDCAサイクルの中で、協働を意識したエンパワーメント

評価を推し進めるための外部評価を導入する。（坂野会長） 

 

 PPP の導入や推進に向けた産学官などによる人材プラットフォ

ームを構築する。（宗和副会長） 

 

 市の業務について、「誰がすべき業務なのか」を棚卸しする。 

（宗和副会長） 

 BPRを用いて業務量を定量化（見える化）する。（宗和副会長） 

 

 

 

【取組項目に関する意見】 

 「効率化」はマーケット・ベースのイデオロギーにすぎない。

「効率化」ということが適用できない領域に行政の課題がある

ことを認識すべきではないか。（片桐委員） 

 市民である限り、自分の市が良くなっていくことを望まないも

のはいないので、それぞれの立場で「自分が出来ること」、「自

分が市を変えていく」、「自分も含む市民のための役立つこと」

を自主的な発想で事業主各位が認識してもらえるような働きか

けをする。（山本委員） 



 


